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■「インターンシップ活用と人材育成の評価システム構築に関する基礎的研究」 

～北海道内のホテル業界を事例として～ 

札幌大谷大学社会学部 教 授  平岡 祥孝 

 
■「北海道の企業が採用時に重視するコミュニケーション能力に関する実証的研究」 

札幌市立大学デザイン学部 准教授  町田佳世子 

 
■「北海道における農業六次産業化起業家育成事業」 

～アントレプレナーたちの実践事例研究～ 

北海道大学国際広報メディア観光学院 博士課程  加藤 知愛 
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●平岡 祥孝 

1956年大阪市生まれ。北海道大学大学院農学研究科修士課程修了。静修短期大学（現 札

幌国際大学短期大学部）、北海道武蔵女子短期大学勤務を経て、2009年4月札幌大谷大学

短期大学部教授、2012年4月同大学社会学部教授・社会学部長、現在に至る。（社）北海

道地域総合研究所理事長。農業経済学専攻。九州大学博士（農学）。2001年日本消費経済

学会学会賞受賞。主著に『英国ミルク・マーケティング・ボード研究』『北海道再建への

戦略―豊かな「ストック社会」に向けて』（共編著）『ミドルの仕事論』『インターンシ

ップの現場から見た仕事論―働く意味を考える』他。 

 

●町田佳世子 

旭川市生まれ。2000年北海道大学大学院教育学研究科博士後期課程修了。博士（教育学）

（北海道大学）。2001年北海道東海大学国際文化学部国際文化学科コミュニケーション専

攻助教授。2006年北海道東海大学国際文化学部コミュニケーション学科教授。2008年よ

り現職。専門はコミュニケーション学。対人・小グループコミュニケーションでのコミュ

ニケーション能力、ストレス対処、相手との関係性認識と発話解釈への影響などを研究し

ている。山形県上山市での健康ウォーキングがもたらす心理的効果について共同研究を行

っている。最近の論文として「コミュニケーション能力、ストレス対処、意欲の関連」（

札幌市立大学研究論文集第3巻、2009年）「日常会話の中のパワーマネージメント」（北

海道東海大学紀要人文社会科学系第20号、2008年）など。札幌家庭裁判所参与員。 

 

●加藤 知愛 

札幌市生まれ。北海道教育大学大学院社会科教育専攻修了（「公共の価値の形成」）。現在北

海道大学国際広報メディア・観光学院広報ジャーナリズム専攻博士課程在籍。「公共合意形成

」「地域社会雇用創造」「社会的企業」「パブリック・ガーデン」等。一財）北海道開発協会

開発調査総合研究所「北海道における農業六次産業化企業家育成事業～アントレプレナーたち

の実践事例研究～」『平成23年度助成研究論文集』（2012）。社会的企業家の自律的マーケ

ット形成、地域コミュニティ形成を支援し、地域づくりを実践する民間think & do tank株式

会社イディアリズを設立、代表取締役。 

 

 

  

発表者プロフィール
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日  時：平成24年11月29日(木) 14:30～17:00 

会  場：一般財団法人 北海道開発協会 6階ホール 

参加人員：37名 

研究発表者  3名 

大学関係者  9名 

民間団体等 25名 

 

 

  

発表会の開催状況
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当財団は、公益法人制度改革に伴い北海道知事の移行認可を受け、平成 24 年 4 月 1 日より「一

般財団法人」へと移行しました。仕事の多くはこれまでと同様、公益的事業ですが、中でも北海

道開発に関する調査研究と同時に助成事業を行っています。 

特に助成事業では、大学などの研究者を対象とした研究助成と、NPO 等を対象とした地域活

性化活動助成の二つがあり、当財団の中心的な公益事業に位置づけています。 

調査研究では、テーマを掲げて共同研究を進めていますが、現在はソーシャル・キャピタルに

関する研究、地域企業という事業を起こす方の地域企業とケイパビリティの研究、それから持続

可能社会とコモンズに関する研究。さらに、24 年度からは主としてアジアからのインバウンド

観光も中心的テーマの一つに加えました。これらのテーマごとに各研究会を立ち上げ、学術的な

分野はもちろん地域におけるビジネス展開など、地域経済や開発に関連する幅広い分野について、

大学の研究者や各界の専門家と共に取り組んでいます。 

平成 14 年度に開始した研究助成事業は、今年度で 11 年目を迎えました。調査研究の対象は、

地域開発や北海道経済に関する社会科学分野の実証的な研究で、今後の北海道開発に積極的に寄

与するものとしております。この研究助成には、毎年 30～40 件ほどの応募があり、年に 5 件か

ら多い年では 12、13 件選考し、この 11 年間の応募総数は今回で 300 件となりました。その内、

助成した件数は 89 件で、3.4 倍の倍率になっています。 

助成金額は、個人研究 100 万円、共同研究 150 万円を各上限として、それほど多額な金額で

はありません。しかし、社会科学系の研究では、文科省の科学研究費や色々な研究費に申請され

ても、多くて 100 万円、大体 40～50 万円です。ですから、これまでに研究助成を受けられた方

々からは、特に共同研究では非常に費用もかかりますので大変喜ばれてきました。 

この 89 件の研究者の中には、行政の課題や計画に関連した研究助成を受けたことが縁で、北

海道開発局の各種委員会や審議会に参加されたケースもあります。 

研究発表会は、過去の研究テーマを共通テーマでセグメント化し、各年度によりテーマを決め

て実施しています。第 1 回は「産業経済」、第 2 回は「北海道農業と地域社会」、第 3 回は「観

光」、第 4 回は「コンパクト街づくりと高齢化社会」と色々なテーマを結びつけて開催してきま

した。昨年の第 7 回では「女性と地域ビジネス」でしたが、大変大勢の方にご参加頂きました。 

これまでに選考された研究テーマは、経済・産業・NPO・福祉・教育と多岐にわたっています。

第 8 回となる今回は、『人材育成と社会的企業』をテーマといたしました。 

地域経済の担い手である面からいっても、人材育成と社会的企業は大変高い注目を浴びている

分野だと思います。この研究発表の後半にフロアの皆さんと一緒にディスカッションする時間を

設けておりますので、その際は大いに質問やご意見を述べて頂くと大変よろしいかと思います。

少し長くなりましたが、以上で、開催のご挨拶と致します。 

 

 

一般財団法人 北海道開発協会 

開発調査総合研究所長 小 林 好 宏 

主催者からのご挨拶
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草 苅： まず、本日ご発表いただく先生をご紹介致します。 

初めに札幌大谷大学社会学部の平岡祥孝先生です。 

続きまして、札幌市立大学デザイン学部の町田佳世子先生です。 

最後に北海道大学国際広報メディア観光学院の加藤知愛さんです。 

これよりお一人 30 分程度のお時間でご発表いただき、各発表後に 5 分程度質疑の

時間を取らせて頂きます。お三方には連続でお話し頂いた後、10 分間の休憩を取りま

す。そして、後半は、その三つの質疑と意見交換をさせていただこうと思っておりま

す。 

 

 

 

 

研 究 発 表
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『インターンシップ活用と人材育成の評価システム構築に関する基礎的研究』 

～北海道内のホテル業界を事例として～ 

札幌大谷大学社会学部 教授 平岡 祥孝 

（本報告に関係する資料は、36ページ以降に掲載。） 

 

 

【一般教育へのインターンシップ導入】 

私の報告は「インターンシップ活用と人材育成の評価システム構築に関する基礎的研

究」で、道内のホテル業界を事例としたアンケート調査の分析でございます。 

研究の背景と目的ですが、インターンシップの実施目的・実施形態は多種多様であり、

一般的には 5 日から 7 日という短期のインターンシップが主流になっています。北海道

はインターンシップの導入が非常に遅く、平成 7 年ぐらいに初めて大学で導入されまし

た。当時は北海道通産局が音頭を執って行ったということです。その後、どんどん広が

っていきましたが、その歴史は浅く、まだ 20 年経っていないと思います。 

インターンシップには 1 ヵ月から 3 ヵ月の中期と 6 ヵ月の長期というのがあります。

これは北海道の大学の特色ですが、中期・長期になると人が集まりません。6 ヵ月もホ

テルでインターンシップなんて、学生はもちません。「社員食堂で 6 ヵ月、あの食事す

るのかよ」という感じです。 

札幌大谷大学の社会学部は一般教育の単位に入れましたが、それは基本的に文科省の

施策と同じで、キャリア教育が設置基準となりましたので、私はあえて一般教育に入れ

て、「職業意識醸成型」として考え、期間も 5～7 日で十分と考えております。あと、そ

の充実のテーマというのはまた別です。単位を出すには評価が要るわけですが、その評

価をどのようにしてもらうかという基準がまだ開発途上の段階です。例えば出席、質問

の回数、毎日の日誌の点検が大体主流ですけれども、これがなかなか開発できていませ

ん。短期、中期、長期それぞれのインターンシップでも評価基準が当然違ってくると思

っていますが、これは今後の課題となっています。 

【ホテル業界を対象にした調査実施】 

今回、私どもの 1 年生全員が 4 日間のボランティア実習に行きましたが、お願いする

際の評価の仕方が難しく、1 点をつけてくる事業所がありまして、これには参りました。

「迫力のない生徒は 1 点だ」という感じもあったものですから、なかなか難しいです。

ホテル業界では、使ってみて使える人材かどうかを見るのは、ホテル業界の特殊な状況

です。私が考えているインターンシップの受け取り方とは違う部分もありますが、その

辺を含めて、大学はキャリア教育ということで有意義な接続、いわゆる座学、学内での

学び、それから教室の外の学び、すなわち「職場体験」あるいは「職場実習」、この連

動をいかに図っていくかが一つの大きな課題です。 

そこで、対象ホテルに調査票を 105 票送って、回収させて頂いた数が 102 票というこ

とです。例えば JR タワーホテルは 3 票ですが、後楽園ホテルは 51～69 番ということで

19 票と枚数を多くしています。簡単に言いますと、インターンシップの受け入れの程度

の差です。例えば、京王プラザホテルや後楽園ホテル（現 東京ドームホテル札幌）は早
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くからインターンシップを受け入れてきました。ところが、JR タワーホテルではなかな

か継続して受け入れて頂けないところもあります。今回もお願いに行きましたが断られ

ました。この差はそういったインターンシップの受け入れの回数、あるいは内容をよく

知っているホテルに対しては調査票を多くしています。 

【調査結果】 

「インターンシップの必要性」として、全部の調査票をクロス集計したところ、「強

くそう思う」と「ある程度そう思う」は、92 票となっています。ところが男女別では、

「強くそう思う」は男性のほうが多く、その中でも 40 代以下の若い世代が多くなってい

ます。そして、50 代では「ある程度そう思う」が僅か 7 票という結果が出ました。我々

も含めてそうですが、冷めた 50 代と言えそうです。ここが一番大きな特徴として出たと

思っております。 

参考までに、日本マンパワーが今年行った 50 代に関する調査が発表され、50 代社員

の課題とは何かというと、後進を育成することだというのです。昔、「世代継承性」と

言っていましたが、私も『ミドルの仕事論』という本を書いたときには、「冷めた 50 代

が多すぎる」と言いましたが、熱心に後進を担うというのは現場のミドルということで

す。その次が「働く意欲」になっています。50 代の社員は働く意欲がなくなってきてい

るのでしょうか。50 代社員の課題と、先ほどのアンケートでは僅か 7 票ですが、私はそ

のように感じました。 

【ホテル業界の特徴は業務適正の把握】 

インターンシップの重要性を、「企業貢献」「社会関係」「個人能力」に分けて見て

いきます。企業に対して、インターンシップがどのように役立つのか。これはホテル業

界での非常に大きな特徴だと思いますが、「業務適正の把握」が一番に出てきます。い

わゆるホテルマンやホテルスタッフとして、向いているのかどうかを知るためのインタ

ーンシップになっているという傾向が非常に強く、これはホテル業界の特徴です。金融

機関でインターンシップをやりますと、こんなことは出てきません。なぜかというと、

ホテルのインターンシップは座学が少ないからです。それで、いろんな部署を回される

わけです。例えば宿泊、レストラン、営業、エントランスでの出迎え等を含めて、各セ

クションを 1 日ずつ回してもらえるわけです。そして 社員食堂できちっと食べるかど

うかをよく見ています。 

立教大学観光学部の 3 分の 1 は金融機関に就職しています。上位層の学生はホテルに

行きません。観光学部でないとホテルに勤められないかと思ったら大間違いです。業務

適正があれば、文学部、法学部、経済学部を卒業してもほとんど関係ありません。これ

がホテル業界の大きな特徴で、業務適正を見るということになっていると思います。 

【北海道にはない超一流ホテル】 

「社会関係」というのは、CSR 含めて、企業・団体とか学校との良好な関係を維持し

たいと。いわゆる今日のテーマであります社会的企業となりますと、CSR 含めて地場産

業として地域と育てていく。 

それで、失礼ではありますが、北海道の大きな特徴として超一流ホテルがないという

ことです。超一流ホテルとの区別は、団体を取るか取らないか。簡単に言うと、パーソ

ナルツーリングの個人客あるいはビジネス客をどれだけ集積できるかが大きくて、例え
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ば東京で言えば帝国ホテルや政治家がよく使うホテルオークラなどは、高校生の修学旅

行などは受け入れていないと思います。ところが北海道には季節波動がありますから、

オフシーズンになるとどうしても単価を下げて客室を埋めるという形になってきます。

超一流ホテルといわれるところではほとんどないです。簡単に言うと、VIP 待遇も同じ

フロントでチェックインをするわけです。横でずっと旅行者を並べて、「何年何組」な

んてやっている。あるいは、スキーを担いでいる外国人が横を通っている、という世界

です。超一流ホテルでは普通、そういう光景はありえません。例えばビジネスクラスと

ファーストクラスを分けて、チェックインカウンターが別であったり、エレベーターが

別であったりするのが本来のランクのホテルですが、北海道ではその辺が極めて希薄で

す。 

【インターン学生の個人の能力】 

「個人の能力」では、本人を見たらどうかということです。最初に、「仕事に対する

誇りや責任感」というのが出てきます。これはインターンシップの現場で、荷物を持っ

ていくときに「ありがとう」「また来たい」と言われたとか、料飲食宴会できちっとサ

ービスして「ほんとにサービスのいいホテルですね」と褒められたときに、誇りを感じ

るようです。能力に対する大きな評価ではなく、褒められたり感謝されたときに、実習

生でもホテルの制服を着て存在感を認められたと感じるということだろうと、私はイン

タビューをして思いました。 

「職場の雰囲気がよくなる」かどうかというアンケートでは、「インターン学生が職

場の雰囲気をよくしているか」という質問に、女性は割と肯定的であります。「強くそ

う思う」という答えが女性から出てくるのです。このバックヤードを見ますと、まだ男

性中心の旧来型日本社会のモデルのようなところがある中で、従来の発想にとらわれな

い実習生が勤務期間を通して雰囲気をよくしている。しかし男性の場合はあまりそう思

わない。この差が出ています。 

次に、「社員の意欲が高まるか」です。「強くそう思う」と「ある程度そう思う」を

見ますと、男性は肯定的に出てきますが、女性は否定的というか、「あまりそう思わな

い」「どちらとも言えない」が結構な割合です。女性がキャリアで長く勤めているとい

うことになってくると 5 日や 7 日の仕事で何が分かるの？ととらえる女性スタッフが結

構いると思います。そして、年齢別では若い世代、特に 20 代は「強くそう思う」。これ

は何かと言いますと、定着率が悪く、30 代の離職率が非常に高い業種の一つです。そう

すると同僚や同期が減り、段階的、定期的に人材の採用補充がなかなかない。そこで、

久しぶりに後輩が来たような感覚となり、特に 20 代、30 代の社員は喜んでやってくれ

るわけです。ところが 50 代になると否定的で、冷めた 50 代がまたここでも出てきます。 

【未就職者の早期就職を目指す支援事業】 

次に、「国・自治体からの補助・支援」の問題です。ジョブスタートプログラムは、

大卒等の新卒未就職者を対象に半年なり 10 カ月という形の長期研修を行い、早期就職を

目指すことを目的とした事業で、働きながら正規社員採用を目指すインターンシップと

いう発想で厚生労働省が行っております。北海道の完全失業率が 5％ぐらいですから、

今、申請すればほとんど当たります。来年 1 月には、また、プロポーザルの審査があり

ますけれども、多分当たるだろうと思います。大卒・短大卒・専門学校卒の未就職者用
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のジョブスタート、それから高卒用のジョブスタートジュニアと二つあるのですけれど

も、これは当たるだろうと思っています。企業はこういう補助に慣れています。ですか

ら、インターンシップで 1 人預かったらいくらくれますか、という世界です。これはホ

テル業界特有のことで、金融機関がインターンシップで学生を 2 週間受けるとか、まず

ありえません。今までの経験でも 1 社だけしかありませんから。 

【業務適正を意識するホテル業界】 

それから、「企業・団体等の戦力」になりますと、業務適正の把握を常に意識してい

るのがホテル業界です。学校を卒業して戦力になってもらいたいと考えています。やは

り、即戦力志向の強い業界だと思います。ですから、ホテル間の異動も結構あります。

引き抜きか自分で辞めるかは別として、異動も激しい業界です。これは旅行関係も同じ

です。自分のところで長く育てていくだけではなくて、中途でも戦力としてどんどん入

れていいという発想です。札幌京王プラザホテルも 30 周年になりましたが、30 年間勤

め上げている人は何人いるかというと、支配人クラスで数人いる程度で非常に少ないで

す。レストラン部門は特に激しく、即戦力志向が強い。何をもって即戦力というのかホ

テル側からの定義は難しいと思いますけれども、そういう業界です。 

「将来、社員として働く道」というのは、学校卒業後に社員として働く道です。これ

は先ほどの、業務適正が合ったらうちに来ないか、というパターンです。 

あるホテルで、専門学校生を 3 ヵ月のインターンシップで受け入れても途中で来なく

なります。専門学校の生徒には結構多いです。毎日、日誌を書くのも大変ですが、日誌

を書いて直される。それに耐えられない。ある日突然、黙って来なくなる。そういうと

ころでは、二度とインターンシップを受けてもらえなくなります。それから、内定を取

った学生でも、3 ヵ月はアルバイト採用で様子を見るということで、試用期間も長いで

す。これはホテルの大きな特徴ですが、インターンシップで業務適正を量って、うまく

いけばうちで勤めてもらいたいと、厚ある程度、採用を想定したインターンシップにな

るのが、ホテル業界の大きな特徴です。 

【インターンシップが重要視する視点】 

次に、縦に平均値、横に単相関係数を取って、これは 4 象限だけの話ですが、平均値

より上が極めて重要視されているということです。そして、第 1 象限というのは平均値

より上なので、重要視されて、なおかつ重要であると認識されているということです。

一方、重要だけれど認識されていないというのが、第 4 象限です。ですから、インター

ンシップによって「仕事上のマナー」とか「仕事に対する熱意とか意欲」を磨くことが

できるけれども、「仕事上の技能」「課題や問題を発見する能力」はまだまだ養われな

い。特にインターンシップというのは、2 年生もしくは 3 年生で一般的になります。短

大ですと 1 年生と 2 年生の春休みあたりですから、5～7 日で力を発揮するのはなかなか

難しい。ですから、ビジネスマナー、仕事に対する姿勢・取り組み方、コミュニケーシ

ョンの大切さが分かってもらえれば、一般教育の視点からのキャリア教育というのは充

分ではないかと考えています。 

【企業への貢献と社会関係の維持】 

次の「企業への貢献」は、企業にとって役に立っているかどうかですが、まさに業務

適正の把握というのが企業にとって一番メリットがあると考えています。これには、1
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週間あれば大体分かります。短期インターンシップですと、金融機関は土日が休みです

から大体 5 日がセットとなります。ホテルや空港のグランドスタッフは土日が関係あり

ませんので、大体 7 日になります。それから、長いところでは 2 週間という大学もあり

ますから、7～14 日の間でほとんどというのが、ホテルでのインターンシップの大きな

特徴だと思います。金融機関では、やれる仕事の中身がないので 2 週間もちません。そ

のため、金融機関のインターンシップは、なかなか難しいです。さまざまな工夫をしな

ければなりませんので、ホテルのようにはいきません。 

それから、「社会関係の維持」というのは、企業・団体との具体的な関係を維持した

いということです。これは CSR であり、地域貢献であり、もっと言えば、世俗の話です

けれども、インターンシップを受け入れているから歓迎会・忘年会・新年会をやっても

らえるとか、「機会があれば私どものホテルを使ってもらえますか」という形になると

いうことも含めて、企業・団体との具体的な関係を維持するということです。ところが、

重要さがなくても認知されているのが「家庭・地域社会との良好な関係」で、これがま

だ大学などの教育機関とは関係を維持されないのだけれども、家庭との関係はまだ難し

く手探りの状態になっているというのが、ホテル関係者の見方になっているということ

です。 

【ホテル業界に残る男性中心社会】 

考察をさせて頂きますと、企業風土や企業文化に対する男女の認識の違いがあるとい

うことです。サービス業のため女性の社会進出もありますが、特に北海道のホテル業界

には旧来型の男性中心社会が色濃く残っている感じがいたします。例えばコンシェルジ

ェといっても、東京のシティーホテルのコンシェルジュと札幌のシティーホテルのコン

シェルジェとは大きく違います。街の深みと広さも全然違います。すなわち、六本木ヒ

ルズからお江戸の名残までという深みの差と、札幌市内のように見て回るところが 1 日

で終わるところとでは、コンシェルジェの幅と奥行きの違いはあります。それから、雇

用の条件の違いもあると思います。 

【本社企業と現地雇用の差】 

例を挙げれば、京王プラザホテルと言っても、正式には、京王プラザホテル札幌です。

簡単に言うと、札幌の子会社です。社長は京王電鉄から来る。ホテルとは関係のない世

界です。その辺から企業研修では教えていかなければならない。札幌にあるのはホテル

オークラではなく、ホテルオークラ札幌です。東京でニューオータニと言えば大きいけ

れど、こちらはニューオータニイン札幌です。全日空の制服を着ているのですけれども、

企業としては ANA 新千歳空港で、現地子会社のグランドスタッフ職です。全日空本体の

社員ではありません。そこで人材教育の差ももちろん出てくるし、人材基盤の差も出て

きます。北海道のホテルということになりますと、観光も大事ですけれども、季節波動

の中で、一流ホテルといわれるところは基本的にパーソナルツーリズムだけでは一流ホ

テルは成り立っていないわけですから、その辺の対応の差はあると思います。ですから、

何も観光学部あるいはホテル学出身でなくても十分勤まる。それが、今の北海道のホテ

ルの状況です。 

「中高年男性の仕事に対する意欲に問題がある」。「冷めた 50 代」ということです。

これをどうするか、非常に大きな問題だと思います。「若手社員はチャレンジ精神と CSR
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に対する意識が高い」。積極的にやりたいと。 

【事前指導と事後指導の必要性】 

「今後の課題」ですが、人材評価は非常に難しい。仕事に対する誇りや責任感、仕事

上の技能、問題や課題を発見する能力に焦点を当てるには、事前指導と事後指導にどれ

だけ時間を割くかが大事です。5 日のインターンシップに行くにも週 1 回、2 回程度は事

前指導をして、そして事後指導をするという形のインターンシップにしないといけない。

今はとにかく、企業を確保してインターンシップを体験させることがメインになってい

ますけれども、これからは事前指導と事後指導にどれだけ時間をかけていかなければな

らないかということだと思います。 

即戦力志向の典型的な業界は、ホテルあるいは旅行業です。一定程度人材育成に時間

がかかる業界とは異なると思います。ですから、インターンシップの受け入れ企業の開

拓時においても、事前にインターンシップの目的を明確にしたうえで依頼する。あくま

でも職場体験や一般教育の一環として、と言うのと、「優秀な人材として見て、よけれ

ば採用してください」というのとでは、依頼のときに変えないといけません。「ともか

くインターンシップ」と、ひとくくりにする時代ではないと思います。 

それから、やはり地域社会との関係です。特に家庭との関係から言うと、ホテル業界

からもしっかり発信してもらわないと。メニューや、おせち料理とかクリスマスのケー

キの予約だけをダイレクトメールで送らないで、「私たちのホテルでは、地域教育の一

助をこのように担っています」という PR はして頂きたいと思います。 

【学校社会から職場社会への円滑な移行】 

インターンシップには、大きく分けて二つあると考えました。まず職場に身を置いて、

「コミュニケーションはこんなに大事なんだ」「いろんな仕事があるのだな」と、シャ

ドウワークを含めて見る「職業意識醸成型」インターンシップと、例えばホテルの内定

を取った学生に対して、実際に現場に行く前にホスピタリティとかサービスのワンラン

ク上のものを理解しながらさらに経験を積むような。できればインターンシップは 2 回

あった方がいいと考えています。つまり、就職活動前と就職活動後のインターンシップ

を組み合わせて、学校社会から職場社会に円滑に移行してもらいたいと思います。これ

は、地元の教育機関や企業・団体と連携を強化していかなければならないことです。そ

こで地域協議会などを行っても、それぞれの大学でインターンシップの考え方が違いま

すから、これからは個別の大学で個人戦の様相を呈してくると思います。行政主導型の

インターンシップというのは、これまでありましたが、それぞれ独自に行っていくこと

になるでしょう。 

例えば札幌大谷学園には中学校、高校がありますから、中学校時代のキャリア教育、

高校時代のキャリア教育、そして大学時代のキャリア教育と、10 年間の中でキャリア教

育を体系的に組み立てて、その中で中学校は 1 日職場体験、高校は 3 日間、大学では 1

週間と、発達段階に応じたインターンシップ教育があっていいと思います。 

これで報告を終わります。どうもありがとうございました。 
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【 質疑応答 】 

 

草 苅： ここで質問の時間を取りたいと思います。ご質問はございませんか。 

小 林： インターンシップは、もともと 90 年代ぐらいですか、経産省の後押しで始まりま

した。その時は、職業意識を醸成するとか職業観を磨くという、広い意味で導入さ

せようとしたわけです。私も大学で若干の体験がありますが、企業側は自分のとこ

ろに来る学生を育てようということで、その辺の意識のギャップは当初からあった

のではないでしょうか。 

平 岡： 理系の情報処理になると、大学院の修士課程を出て、1 ヵ月、2 ヵ月企業で一緒に

プロジェクトをやると、これは使えるなとなります。業種によってすごく違いがあ

ると思います。例えば、私が北海道銀行に採用前提でインターンシップをお願いす

ると絶対に受けてくれません。あくまでも、金融業界の仕事を分かってもらいたい、

ということです。金融機関は CSR の意識が意外と強いですから、そうなってきます。 

それから、大企業の方が充実したインターンシップをやっているかというと、そ

んなことは全然ありません。巨大証券などは座学ばかりで、証券の授業そのままで

す。ところが準大手の証券会社になると、いろんなセミナーの準備をさせてくれた

り、ダイレクトメールを送ったり、店頭できちっとお客様の横に座らせたりする。

だから、企業の知名度とか規模はあまり関係がありません。それから、業種による

ところが多いと思います。 

会場Ａ： 社会関係の維持の表の中で、「インターンシップと企業・団体等との良好な関係

維持」というイメージは分かるのですが、「家庭・地域社会との良好な関係維持」

というのはイメージとして思い浮かびません。どのように考えればよろしいでしょ

うか。 

平 岡： 下世話な例で言えば、「うちの息子は平岡ホテルにお世話になったから、おせち

を頼もうか」でもいいのです。そんなことでもいいのです。要は、ネットワークを

持っていきたいということです。 

草 苅： それでは次に町田先生よりお願いします。 

町田先生は 23 年度の研究助成で、「北海道の企業が採用時に重視するコミュニケ

ーション能力に関する実証的研究」です。 
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『北海道の企業が採用時に重視するコミュニケーション能力に関する実証的研究』 

札幌市立大学デザイン学部 准教授 町田 佳世子 

（本報告に関係する資料は、45ページ以降に掲載。） 

 

 

【研究背景】 

今日の発表では、まず研究の背景をお話しさせて頂き、調査方法、調査結果、そして考

察という流れで進めていきたいと思います。 

研究の背景ですが、企業の方々に「採用時にどのようなことを重視しますか」とお聞き

しますと、「コミュニケーション能力」が常に一番に来るという状況が続いております。

左が 2012 年の日本経済団体連合会の調査結果、右が 2004 年に行われました厚生労働省の

調査結果ですが、どちらも「コミュニケーション能力」が一番になっています。そのよう

な状況に対して、企業の皆様が若いかたたちのコミュニケーション能力の満足の度合いよ

りも不満足の度合いのほうが高い結果となっております。札幌でも札幌商工会議所様が調

査を行っております。2007 年度ですが、「どのような能力を求めますか」ということにつ

きまして、トップではないのですけれども上位に来ています。それから「不足しているも

のは？」という問いについては、やはり「コミュニケーション能力」が、不足しているも

のの中の上の方に来ているという結果が出ております。これは経済産業省の調査結果です

けれども、大学生には「自分の能力で何が不足しているか」、企業には「大学生に何が不

足しているか」を聞いた結果として、コミュニケーション能力に関する意識がかなり違っ

ています。すなわち、企業は大学生のコミュニケーション能力に不足を感じているのに対

して、大学生は不足しているという意識がさほど強くないという結果が出ております。 

【認識が異なるコミュニケーション能力】 

このような調査結果を拝見していて、採用する側とされる側に認識の違いがあるのでは

ないかと考えました。なぜ、そのような違いが出てくるのか。それは、私がこの調査結果

を見て考えたことですが、まずは「コミュニケーション能力」という言葉の曖昧さ。同じ

言葉を使いながらそれぞれが違った内容を思い浮かべているために、企業は学生のコミュ

ニケーション能力が不足していると思っており、一方、学生はそれほど不足していないと

思っているのではないかと考えました。そうであれば、コミュニケーション能力とは具体

的にどういう能力を念頭に置いて話しているのかを記述しなければいけないと思いまし

た。また、コミュニケーション能力が高い・低い、コミュニケーションが「できる」、「で

きない」ということの絶対的な基準がないため、一体どの程度をもって言っているのか、

その意識についても違いがあると考え、調査を行いました。 

その背景には、コミュニケーション能力がそれほど不足していないと思い社会に出てい

きますと、対人関係や仕事自体が、コミュニケーションをベースとして形成されていくも

のなので、そこで大きな挫折を感じてしまいます。あらかじめ自分が弱いと思っていれば、

そこを乗り越えていこうという努力もあると思いますけれども、うまくできていると思っ

ていたところで挫折すると、離職や精神的問題の理由になってしまうのではないかという

危機感が私自身の中にもありました。 
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【43 項目の企業アンケート調査】 

平成 23 年度は企業の方々に調査票を送り、平成 24 年度は、現在も続いておりますけれ

ども、大学にご協力を頂き、大学生の調査をしております。 

昨年度は、札幌市内の企業 500 社、札幌市以外の道内企業 304 社、合わせて 804 社を選

び調査用紙を郵送しました。札幌市内の企業選択には札幌商工会議所のお力添えを頂いて

おります。また、企業 804 社を選んだ際には、起業・キャリア支援がご専門の後藤真澄様

の全面的なご協力を頂いております。回収数は 190 通、回収率は 23.6％でした。 

調査の目的は、①採用の際に企業はどのような具体的能力要素を要求しているのか、②

採用間もない若手社員のコミュニケーション能力をどのように評価しているのか、③もし

不満を感じているとすれば、具体的にどのような能力要素に不満を感じているのか、を見

出すことができればと思いました。 

質問紙は、43 項目のコミュニケーション能力要素を想定し、それについてお答え頂く形

にしております。43 の具体的な内容は、幾つかのカテゴリー分けをしております。1 から

8 は、これまでのコミュニケーション能力の研究を参考として、カテゴリーを立てました。

9 と 10 は「挨拶をする」とか「お礼を言う」という項目が入っていますが、これがコミュ

ニケーション能力かどうかは疑問です。ただ、調査に先だち企業の方々に聞き取りをさせ

て頂いた結果では、「挨拶をする」「お礼を言う」「気配りをする」「明るい」といった

ことをとても重視している、とお答え頂きましたので含めています。 

43 項目についてそれぞれ、二つの質問をしております。一つ目は「採用の際にどの程度

重視するか」ということで、「とても重視」から「ほとんど重視しない」までを 5 段階で

回答して頂きました。そして二つ目は、「若手社員（新入社員～入社 3 年目程度）が、貴

社の期待度に対して、平均するとどの程度できているか」ということで、「よくできてい

る」から「ほとんどできていない」の 5 段階でご回答頂きました。 

【企業アンケートによる結果】 

ここからは結果です。お答え頂いた企業の事業規模を 6 区分したところ、均等に回答頂

いているかと思います。ただ、6 区分だと煩雑になるので、この後は、20 人以下の「小規

模企業」、21 人から 300 人までの「中小企業」、301 人以上の「大企業」という 3 分類で

分析しております。 

本社の所在地は「札幌市内」が 120 社、「札幌市以外の道内市町村」が 64 社で、発送

した枚数に対して均等の返送率となっております。 

企業の業種を日本標準産業分類の大分類に基づいて分類した中では、このような割合で

回答を頂いています。しかし、ここでも 15 分類にすると煩雑になりますので、私の恣意

的な分類ですが、「ものづくりを主体とする農業・建設業・製造業」などを一固まりにし、

「人もしくは組織や事業所に対して何らかの形でサービスを提供することを主たる業務と

している企業」を別の固まりとし、全体を二分しました。回答の比率は、ものづくりを主

体とする企業が約 3 割、サービスを主体とする企業が約 7 割です。 

【重視するコミュニケーション能力要素】 

分析の視点は 3 点です。企業が採用時に重視しているコミュニケーション能力要素は何

か、それに対して評価はどの程度か。また、企業の規模によって求められるコミュニケー

ション能力に違いはあるのか。業種によって求められるコミュニケーション能力に違いは
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あるか業種によって違いはあるかという 3 点についてご報告します。 

まず、採用時に重視する要素と若手社員の評価です。表 2 に、43 項目の分析結果すべて

を掲載しました。表の見方ですが、例えば「じっくり聴く」というのは相手の話をじっく

り聞くことができるということですが、重視度 5 段階中の各回答数と割合を示しています。

これも 5 段階で見ると非常に煩雑なので、3 が「どちらかと言えば重視している」で、5

が「とても重視している」ですから、それらを一固まりにしました。そして、1 と 2 の「あ

まり重視していない」「ほとんど重視していない」を一つ固まりにしました。一方、「で

きる」のほうも、3 以上の「どちらかと言えばできる」から「よくできている」を一固ま

りにし、1 と 2 の「ほとんどできていない」と「あまりできていない」を一固まりにし、

二つに分けて割合を出しました。 

緑色は、重視の度合いと評価が割と一致している項目です。それから二段目にある、「言

わないことをくみとる」というのは、相手が言ったことだけではなく言わなかったことも

くみとる、という項目ですが、これは重視の度合いは高いのだけれども、入ってきた人の

能力を見ると、逆転している項目です。 

オレンジ色は「相手の立場に立って考える」ということですが、これは重視の度合いは

高いけれども、入ってきた人を評価すると、「できている」と「できていない」が半々ぐ

らいになっている項目です。色をつけていない項目は、できている割合が 6 割から 7 割と

いうふうに分けてみました。 

「プレゼンテーションができる」だけが、重視の度合いが低く、ほかに比べて 7 割程度

しか重視しておらず、3 割は「ほとんど重視していない」と答えていた項目です。 

このテーマについてまとめますと、企業は、「プレゼンテーションができる」を除きほ

ぼすべての能力要素を重視しているという結果です。評価は、「できている」という割合

が「できていない」という割合よりも高い項目、「できている」「できていない」が大体

半々の評価になっている項目、そして「できていない」のほうが高い項目の大きく 3 種類

に分かれたと思います。ただ、パーセンテージや実際の度数を見ても分かるとおり、重視

の度合いに比較すると、若手の評価は低いと言えます。 

つまりは、採用された人は企業の期待に十分応えているとは言えない状況かと思いまし

た。こうしたところからも、不足感が生まれていくのではないかと考えております。 

次は、「企業の規模により求めるコミュニケーション能力に違いはあるか」ということ

を、3 種類に分けて分析しました。結論から申し上げますと、違いはほとんどありません。

43 項目を見ていきますと、統計的に違いが出たのは 3 項目しかありません。「わかりやす

く伝える」（p=.46）の 0 が抜けています。正しくは（p=.046）です。ただ、それ以外は

規模の大きさでは全く差がなかったという結果です。また、入ってきた人の評価も、2 項

目以外は全く違いがなかったことから、重視する程度、もしくは入社後の人の評価につい

て、事業規模ではほとんど差がないと考えていいと思います。 

次の分析課題ですが、「業種により求めるコミュニケーション能力に違いはあるか」と

いうことです。これはものづくりを主体とする企業とサービスの提供を主体とする企業に

分けて見たものです。採用時の重視の程度は、一つの能力要素を除いて全く違いはありま

せんでした。ですから、どのような業務を主体とするかは関係なく、コミュニケーション

能力のいろいろな側面のすべてを重視していると考えていいと思います。 
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【項目要素に対する能力評価】 

差が出たのは評価です。これ以降は配布した資料とパワーポイントの画面が少し異なっ

ていますので画面の方でご覧ください。 

統計的に評価で差が出たのは 13 項目ありました。そのカテゴリーをこちらに掲載して

います。業種によって評価に差があるという結果になったすべての項目で、ものづくりを

主体とする企業の評価のほうが、サービスの提供を主体とする企業の評価よりも低い。つ

まり、ものづくり系の企業に入っている若手職員に対する評価のほうが低いという結果に

なっております。 

カテゴリーを見ますと、「共感」「相手・状況適応力」「社交性」といったところで差

が出ています。これはコミュニケーションの相手を目の前にして、例えば「相手・状況適

応力」でしたら、質問項目として相手の立場に立って考えるとか相手の気持ちを察すると

いった項目が含まれているところで、ものづくり系とサービス提供系で差が出てきている

という結果です。一方、カテゴリーで「発信」「やり取りの基本的なスキル」「感情抑制」

といった項目では差が出ていません。これが業種別の特徴かと思います。 

統計的な差は出なかったのですが、気になった項目が二つありました。「ものづくり系

の企業」と「サービス系の企業」のどちらも、結果は同じです。ですから統計的に差はな

いと出ていましたが、「できていない」という割合が多い項目を縦に並べています。この

要素は、業種にかかわらず「できていない」印象が強い項目だと思いました。あと、もの

づくりを主体とする企業の回答では、43 項目中に 14 項目で「できていない」という回答

のほうが「できている」という回答よりも多かったという傾向に対して、サービスを主体

とする企業では、ここに挙げた 2 項目以外はすべて、「できている」というほうが多い回

答になったのは、恐らくお仕事の特徴からも採用時にそういったところに注目して採用し

ていたのではないかと考えました。 

【大学生アンケートによる結果】 

今年度、大学のご協力頂き、大学生の意識について調べております。まだ調査途中です

けれども比較してみました。質問には、全く同じ質問紙を使っております。大学生にも同

じ質問項目で、重視の程度と、能力については自己評価として頂きました。現在、四つの

大学から 538 件の回答の集計が終わっておりますので、それを使って進めます。 

【企業と大学生による意識評価の比較】 

重視の程度は非常に意識が高く、「企業はすべての項目について重視しているのではな

いか」という回答が寄せられておりました。異なったのは評価です。評価は、企業からの

回答では若手社員に対して評価してくださいとお願いたもので、それに対して大学生には

自己評価という、違いはありますが、大きく分けて三つのパターンが出ております。例え

ば、「言ったことだけでなく言わなかったこともくみ取る」という能力要素は、企業は「で

きていない」というほうが多いのですけれども、大学生は、自分は「できている」と考え

ている。そのように、逆転しているものが幾つかあります。それから、企業は「できてい

る」と「できていない」が半々で、「できている」の割合がそんなに高くないのですけれ

ども、学生は、自分は大いにできているという、その差が大きい項目です。それから、学

生たちは、自分はそれほどできていないと思っているのに対して、企業は「できている」

と考えている項目です。このような三つのパターンが出てきていて、一番多いのは真ん中
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のパターンです。企業も「できている」ほうが若干多いというのが一番上と違うのですけ

れども、大学生は、自分はできていると思って回答しているという項目が全部で 24 項目

あって、大学生は 43 項目の半分以上は「できている」という認識を持っていたのに対し

て、企業ではそうでもないというパターンが多くありました。 

今お見せしたのは統計的に差があると出たものですけれども、こちらは統計的には差は

なかったという項目です。これが 15 項目ありましたが、どちらも「できている」から差

がないというのではなく、例えば○で囲ったところは、企業の回答も大学生の自己評価も

5 割は「できていない」と答えているという点で、意識は一致しているものです。そして、

「挨拶をする」などはどちらも 9 割が「できている」というふうに、高いレベルで一致し

ているという結果も 15 項目で出ております。 

【企業が能力不足と強く感じる大学生のコミュニケーション能力】 

最後の考察になりますけれども、重要性について企業と大学生の間に特に認識の違いを

見出すことはありませんでしたが、能力評価、特にカテゴリーで分けますと 1 から 3、つ

まり「相手の立場に立つ」「相手の気持ちを察する」「相手が言っていないこともくみと

る」といった、相手に対して推測し、かかわっていくという項目についての評価が、大学

生のほうは「できている」、企業はあまり「できていない」という、差が大きく開く項目

になっていました。その点について、企業では不足感を強く感じているのではないかと推

測しております。 

なぜそのような差が出たのか。大学生が自己評価をするときに、社会で仕事をしていく

うえでどれくらいのコミュニケーションが求められているのか実感として分からないとい

うことです。客観的な基準がないため、しかたなく自分の日常的なコミュニケーションを

想定して回答しています。そうすると、大学生の日常的なコミュニケーションの特徴は、

対等な友人もしくは家族、利害関係のない相手と、付き合いも恒常的で、初対面といった

人とのつきあいがあまりありません。そこが、社会に出て仕事をすると対等な関係ばかり

とは限らず、利害関係が多い場合もあります。それから、初対面、もしくは長い期間会わ

ない人たちともコミュニケーションで能力を発揮しなくてはいけない状況に置かれるわけ

ですけれども、その具体的な実感がないために、日常的なレベルで評価した結果ではない

かと思います。このような不足感の溝を少しでも少なくしていくことがこれからの課題で

あり、また社会でどういうコミュニケーションのレベルが求められているかを知らしめて

いくことが、社会に出てからの大きな挫折感とか人間関係のつらさみたいなものを少しで

も和らげるきっかけになるのではないかと思い、これからの私の課題でもあると思ってい

ます。今日の時点では、まだ「こういう方法が」ということは何も言えませんが、調査結

果としてこういったことがこれまでに分かりましたということで今回の報告を終わらせて

頂きます。ありがとうございました。 

 

【 質疑応答 】 

 

草 苅： 町田先生のご報告でした。ご質問等ございましたら、お受けいたします。 

会場Ｂ： 大変貴重なご報告をして頂きありがとうございました。参考になりました。 

一点だけ資料の見方を教えて下さい。7 ページの表 3、5％水準と 1％水準で＊印が
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2 個、または 1 個つくということですが、「できる」「できない」の差の検定を行っ

た結果なのか。あるいは縦に見てものづくり系とサービス系の有意差があったという

ことで＊印をつけているのか、表の見方を教えて下さい。 

町 田： これは、ものづくり系とサービス系の企業と「できる」「できない」の、2×2 のマ

トリックスの、χ2 乗検定の結果です。ですから、比率に違いがあるかどうかという。 

会場Ｂ： 四つのもの。 

町 田： はいそうです。 

会場Ｂ： ありがとうございました。 

草 苅： その他ご質問等はありませんか。 

それでは、他の質問は後ほどお受けすることに致します。町田先生どうもありがと

うございます。 

続きまして、加藤知愛さんにお願い致します。同じく23年度の助成研究で、「北海道

における農業の六次産業化起業家育成事業」です。 
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『北海道における農業六次産業化起業家育成事業』 
～アントレプレナーたちの実践事例研究～ 

北海道大学国際広報メディア観光学院 博士課程 加藤 知愛 

（本報告に関係する資料は、69ページ以降に掲載。） 

 

 

【研究の背景】 

欧米では、ソーシャルエンタープライズ、ソーシャルアントレプレナーがムーブメントと

してもイノベーションをもたらす主体として、大きな影響力を持つようになっており、グラ

ミンバンクのムハマド・ユヌス氏が始めたソーシャルビジネスも貧困を解消する方法、格差

を是正するツールとして活用されてきております。事例研究として、2010～2011 年度に行

われた内閣府地域社会雇用創造事業をとりあげ、北海道に誕生した社会的企業家を調査分析

し、北海道の社会課題に対し、どのような政策を立てればこういった人たちが、持続可能な

コミュニティビジネスを確立できるのか考察しました。 

社会的企業の概念の把握を行った後、北海道の社会的企業のルーツを探りました。続いて、

国勢調査から北海道の人口動態を押さえ、どのような社会課題が表出しているのか調査しま

した。その結果から、地域社会に産業創造が可能な領域と、求められる社会的企業家のモデ

ルを提示します。内閣府に提出されている、各事業主体からの事業計画書、申請書、事業評

価報告書の分析と、社会的企業家と自治体、市民 NPO 関係者への非構造化ヒアリング調査

によって、実際に誕生した社会的企業家の特徴を可視化し、産業創造可能な分野と求められ

る企業家のモデル、実際に誕生した社会的企業家の特徴を対照して、評価できる点と課題に

ついて考察した後、施策設計を試みました。 
【イギリスにおける社会的企業の概念】 

社会的企業の概念は、日本ではまだ確立されているとは言えません。イギリスのソーシャ

ルエンタープライズの概念では大きく三つの特徴があり、思想的には社会的経済という系譜

に当たり、社会的経済の今日的形態を表しています。本質的な要素としては、形態ではなく

性質にあるということ、社会目的性があることです。そして、既存の企業体や経済構造では

解決できない課題がある地域ほど、社会的企業を重要なツールと考えている傾向があります。 

日本では、これまでに、コミュニティビジネスと言われるものとソーシャルビジネスと言

われるものが地域に多々発生しております。また、NPO 法成立後、事業を行うことによっ

て自分たちの活動を持続させていこうとする持続事業型 NPO も増えてきました。 

イギリスの社会的企業連盟では、三つの社会的企業の定義を挙げております。すなわち、

財やサービスの提供に対して直接かかわっている事業を持っていること、さらに明らかな社

会的な目的を持っていて、得られた利益をその達成のために利用しようとすること、そして

三つ目に、コミュニティに対して責任を負う公共性的な性格があるということです。経済的

な基準と社会的な基準とをそれぞれ挙げて、細かく定義されています。 
【北海道の社会的企業発生のルーツ】 

北海道の社会的企業のルーツを調査した研究では、京都産業大学の大室悦賀氏が、2005

年に設立された北海道グリーンファンド（HGF）が、その代表的なものだという見解を述べ

ておられます。HGF は、「市民風車を建てる」というテーマを共有して、異なる属性の組織
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が共同プロジェクトを形成していました。このプロジェクトを推進してきた NPO 推進会議

は 1995 年に作られています。NPO サポートセンター、道、金融機関がこの構成メンバーに

入っています。市民ファンドである北海道バンクと、NPO 活動をサポートする NPO サポー

トセンターが、国、自治体、市民、企業等のいろいろなアクターと関係性を保ちながら NP

O の活動を強めていくというスキームを作り上げました。 
【農業の現状と新たな市場の可能性】 

北海道の今日的現状として、中核都市周辺の農村でそろって人口が減少していること、公

共事業終了後の人口減少が顕著です。産業構造的には一次産業と建設業従事者が減少し、過

疎・高齢化が加速して、産業構造と地域コミュニティそのものが崩壊しつつあり、NPO 等

の地域で活動する人たちには、非常に強い危機感があります。 

各産業分野の市場が縮小しつつあるため、市場が縮小しないようにするか、それを補完す

る次の新しい市場の形成が必要になります。ではその市場がどこにあるのか。北海道の場合、

一次産業と観光がクロスする分野に、新しい市場の可能性があると言えます。 
【農業農村振興政策の新たなステージ】 

農業農村にそれを引き受ける土壌があるのかということを法制上から見てみますと、これ

までは、異業種や農業者でない人は参入できませんでした。一方、移住希望者は増加してい

ましたが、農地にアクセスできないので、農業就業人口や耕地利用率は年々下がっていまし

た。それに対して、援農、遊休農地の利用、新規就農の人材育成を担う農業関連 NPO は、

徐々に増えてきています。 

2009 年の改正農地法により、農地の適性利用を条件に、法人の農業参入に道が拓かれま

した。さらに 2010 年には、六次産業化法の成立によって、一次産業従事者を主体とする二

次産業、三次産業総合事業の推進が国の政策として示されました。 

農業農村振興政策の新しいステージは、一次産業基盤を持続させながら、その上に新産業

を創造する「農地保全プラス新産業システム」が有効だと考えました。これをどのように創

造するかということです。2008 年に伊藤昭男先生が、農村の持続性は生態環境価値と生産

価値と生活価値のバランスが取れたところに成立する、という理論を掲げています。また、

大きな都市と地方の交通アクセスのよい都市と農村地域が共通して産業創造を目指すプロ

グラムによって、周辺の農村地域への波及効果もあり、両者が連携した発展の想定がありう

るというモデルも出されております。 

一方、都市と農村の連携が行われない場合、都市に人が徐々に集まり、農村地域からは人

が流出し続けます。中核都市が単独で地域活性化に努めても、中核都市はそこそこ維持され

るだけで、流出した人が戻ることはなく、都市でも雇用状態は改善されません。 
【革新的事業の挑戦を支援する地域社会雇用創造事業】 

続いて、北海道が求める社会的企業家モデルについてです。産業構造が崩壊していること

を踏まえると、一次産業と建設業を補完する社会的企業があるといいと思います。そうする

と、一次産業を持続させながら新産業を創造し、そこに雇用を創造できる企業家がいてほし

い。また、建設業が減ってきているので、そのキャリアを生かして一次産業に参入する企業

家がいてほしい。都市から農村地域に移住し、経営自立できる企業家がいてほしい。集落へ

のコミュニティ形成事業を担う企業家がいてほしいという、四つのモデルが想定されます。 
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内閣府地域社会雇用創造事業は、平成 22 年 3 月に内閣府の緊急雇用対策の一環として始

まり、70 億円の予算を 12 の事業体に拠出することで就業支援を実施した事業です。インキ

ュベーション事業とインターンシップ事業の２つの事業で構成されています。主題は社会的

企業なので、ここではインキュベーション事業に着目します。 

国が出している社会的企業の定義は、事業性を確保しながら自ら解決しようとする姿勢を

打ち出している非営利事業を行う NPO 等であり、継続的に事業を行う主体で、一度きりの

ボランティア活動を行う主体ではない、としています。イギリスのような社会的企業の定義

は、国レベルではまだないということです。しかし、革新的事業などに挑戦する社会的企業

家の育成を目的にした最初の事業であり、NPO や個人に直接交付金を拠出したという点で

も、新しいスキームの事業であったわけです。全国には約 800 人の社会的企業家が誕生し、

その多くが地域の課題解決に取り組んでいます。また、「コンソーシアムが複数で作った主

体でもよい」という条件が入っていたため、民間と行政と NPO といった属性の異なるもの

によるコンソーシアム形成が促されました。国が指針を出して交付金を準備し、自治体と N

PO が共同体制で地域社会の雇用を作り出すスキームができたと言えます。問題はそれが、

持続できているかどうかです。 
【事業体の特徴】 

北海道地域再生事業推進コンソーシアムは、過疎が非常に進行した地域で、その地域の生

活関連分野を支える社会的企業家の発掘に重点を置いていました。ふるさと回帰支援センタ

ーは、都市から農村への移住を触発して、そこで起業させることを重視していました。グラ

ンドワーク三島は、環境再生とか集落の再生事業の担い手を社会的企業で創出することを重

点に置いていました。それぞれの企業家のタイプを見てみると、先ほど挙げたモデルのうち、

一次産業を持続させながら新産業を創造し、雇用を創造できる企業家に該当するものは、上

記三つの事業体いずれからも創出されておりました。 

建設業のキャリアを生かして一次産業に参入する企業家も、僅かですけれども出ています。

建設業は規模が大きくなければ成り立たない業種ですので、社会的企業個人とし参入するこ

とは現実的でありません。しかし、既存の建設会社から独立して起業する事例は見られまし

た。 

農村から移住し経営自立する企業家は、ふるさと回帰支援センターの支援事業と重なって

おり、殆どの社会的企業家が該当します。集落のコミュニティ形成事業は、北海道地域再生

事業コンソーシアムとグラウンドワークから出ていました。 

以上から、この事業によって誕生した社会的企業家の事業内容は、農村地域の社会課題の

克服を目指す分野とほぼ合致していたと考えています。しかし、これは分野が重なっている

だけのことです。それぞれの事業体について、それがどういった性格のものなのか少しご説

明します。 

地域再生事業推進コンソーシアムは、HIT と言われている調査研究会と十勝を中心に活動

する地域生活支援ネットワークと NPO 法人ねおすがコンソーシアムで構成された組織です。

HIT は政策提言機能を果たす機関であり、そのサポート機関に NPO サポートセンターと

NPO 推進会議と北海道バンクからメンバーが入っています。誕生した社会的企業家は、こ

うした構成体からサポートを受けています。これは冒頭にお話ししました HGF を生んだネ

ットワークスキームが、社会的企業創出においても機能していると言えるわけで、道内にお
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ける社会的企業育成事業の制度的骨格になって、中核的な機能を果たしうるものになってい

るということができます。 

次の事業体であるグラウンドワークは、イギリスのグラウンドワークを日本版に構成して

展開してきた事業体で、北海道の社会形成事業と親和性が高いと言えます。研修課程の中に

NPO 論、社会的企業論、イギリス研究等の科目が含まれ、社会的企業の本質的意義を問う

志向性を企業家に体験させる機会を提供しているところが大きな特徴です。そして、コミュ

ニティ形成を社会課題として重要視していて、再生事業にかかわるユニークな事業が含まれ

ています。また、その後の生存率に対しても着眼していて、いかに持続させるかという課題

に対して対策が立てられています。社会的企業の本質に最も近いのがグラウンドワークかと

思います。 

最後の事業体であるふるさと回帰支援センターですけれども､一次産業と環境のクロスす

る領域に新規移住者を迎えることを考えた場合に、一つの有効な方法を示しています。誕生

した企業家を、地域・自治体・NPO のスキームが包摂している事例も見受けられます。 
【内閣府事業で企業した「地域おこし協力隊」の事例】 

「地域おこし協力隊」という総務省の事業で、喜茂別町に配属になった女性がいます。地

域おこし協力隊と聞き取り調査や高齢者の生活のサポートなどをして、遊休農地にそばを植

えて、再生させる事業を行いました。彼女は、クッキングトマトを栽培し、「ピザの畑の会」

を開き、周りの人たちとコミュニケーションを図りながら、加工品を製造する社会的企業と

して起業しました。彼女が入ったことで、地域の人が集まる機会が増え、歴史プロジェクト

が立ち上がり、北大の 2050 年委員会のメンバーが共鳴して喜茂別町を訪れ、次世代のこと

を思索する試みが生まれています。彼女は、「今の労働のあり方はおかしい。社会構造も、

人間が大事にされるようなものでない。そうした社会のオルタナティブを目指したい」と語

っています。地域集落のコミュニティの形成事業を行いながら起業した彼女のビジネスモデ

ルでは、いったんリタイアした高齢者たちにトマトを委託販売して、それを加工製品として

作っています。ここに社会的企業の本質を見ることができます。今までマーケットにいなか

った人たちが、マーケットに入ってくるしくみを創ってところを作っているところに大きな

意味があります。それまでは、サービスの提供者はマーケットの外にいた人で、その受け手

もマーケットの外にいた人だったのです。 
【重要性を増す自治体の役割】 

国内での社会的企業の概念は厳密に定義されていません。社会的企業は、研究として成立

しないという議論もよく聞かれます。でも、実際の現場では、自らを社会的企業と定義する

企業家が誕生していて、自治体と地域コミュニティ、NPOなどの中間組織が、彼らをバック

アップしようと考えて、システムが形成されるということが起きております。また、地域に

課題を抱える自治体ほど社会的企業をアクターとして考えています。 

最後に、アクターとしての社会的企業を持続させるためには、どのような政策や施策モデ

ルが必要かということについて構想しました。 

北海道の場合は、一次産業と観光業がクロスする領域で農村の六次産業と言われる部分、

それにプラスアルファの要素、すなわち小規模エネルギーの分野、アート系の創造産業とい

った多様なバリエーションがあると思います。住民へのサービスを公共的な目標として掲げ

るアントレプレナーは、こういった分野に足場を置いて、公的な分野とビジネスを繋ぐ存在
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として事業を推進するのです。国には、こうした社会的企業を、雇用を創造する主体として

とらえて指針を出す役割を期待したいと思います。国レベルの政策の設計や施策設計は、と

ても重要です。 

民間企業体がこうした分野に参入する場合に関してですが、一般のグローバル市場での競

争を前提とする入り方ではなくて、町々の伝統的な営農保全システムや地域づくりと協調す

る事業内容をもって、自治体のマスタープランと整合させて入ってくることを期待したいと

思います。 

自治体の役割はとても重要です。地域のアイデンティティを示す概念の提示、産業創造の

施策実施、社会資本の整備、人材育成の蓄積など、町づくりの総体的なものが前提となりま

す。社会的企業家がそのまちでやっていこうと思った時に、こうした施策と組み合わせて事

業計画を立てていくことが大切です。国、自治体、企業体、社会的企業、地域住民それぞれ

は、個々に独自のスキームを持っていますので、ここをつなぐ役割を果たす機能がNPOなど

の中間支援組織には求められます。地域によってはそれがNPOではなくて、もともとある町

内会であるとか森林組合といったものが、そうした役割を果たしていることもあります。 
【地域コミュニティ形成のサポート】 

求められる機能として、企業家は事業採算性がなかなか取れないので、その支援は絶対に

必要です。移住した人が、本当にコミュニティの仲間となって、受け入れられて暮らせるか

ということは、大変な課題ですので、それをサポートすることも大事です。課題解決には、

いろんな人たちが少しずつ自分のやれることを増やすとか、弊害をなくすなどの努力が必要

で、その場を提供するという機能を果たすことも期待されます。また、社会的企業の意義が

日本ではあまり知られていませんので、そういった広報機能というのも期待されます。従っ

て、NP0 には、いろいろなアイデアや、国の事業やまち独自の事業の要素を組み合わせて実

現する政策形成力、組織力が備えられていなければならないことになります。 
【産業創造のキーとなる要素】 

今現場で起きていることを鑑みて、産業創造のためのスキームモデルを立ててみました。

都市部では、社会的企業のマーケット形成を触発して地域雇用を図る自治体が散見されるよ

うになってきています。一方、農村地域では、これまでの社会とは異なる働き方や暮らしの

在り方を実現しようとする起業家が出現しています。例えば HGF のような NPO、2050 年

委員会のような、大学等で都市部と農村地域を結ぶプロジェクトが立てられて、ゼミなどで

実践されています。ここにどうやら新しい市場が形成される要素がありそうな感触です。 

農業の六次産業化とか新しい産業創造の可能性はつまり、新たなマーケットをいかに築く

かにかかっています。単に生産から加工・販売までをやるから六次化ではなく、何かの質的

な転換というものを意味していると思います。この市場にコミュニティビジネス、ソーシャ

ルビジネス、事業型 NPO といった社会的企業市場というものが想定されて、この領域が大

きくなることが産業創造の一つの要素になると思います。こうした形成事業は、地域コミュ

ニティでこそ、実現可能なのではないかと、考えております。 

以上で、報告を終わります。ありがとうございました。 
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草 苅： ご案内のとおり、後半の部では、質疑と意見交換を 30 分ほど行っていきたいと思

います。コーディネーターは小林先生にお願いしております。 

小 林： 今日、参加された方々の名簿を拝見しておりますと、三つの報告にそれぞれ関係し

た方がいらしています。せっかくの機会ですから、フロアの皆様からご意見を伺えた

らと思っております。私のほうの議論はなるべく短くして、自然と話が集約していく

ような方向に持っていきたいと思います。ただ、三つ報告がありましたので、平岡先

生、町田先生、加藤さんの順番で皆さんから質問や議論を出して頂いて、その辺をき

っかけに話を進めていきたいと思います。 

平岡先生のご報告はインターンシップの問題で、企業では実際に人材育成にも関わ

っている方や、大学の事務局で学生の就職支援のような仕事をされている方もいるか

と思います。実体験などを通じて議論を出して頂けると大変ありがたいと思います。 

では、平岡さんの議論に関係したところで、ご質問はございませんか。 

会場Ｃ： 札幌市立大学デザイン学部から参りました。就職支援の相談員をしております。 

私自身もこの仕事に就く前に 18 年間、ホテルで働いていました。先生のお話を聞

きながら考える部分もあったのですが、今回は、上司からインターンシップについて

話をよく聞いてきなさいということで参りました。 

本学もインターンシップの発表会が終わりやっと就職活動に本腰が入るかといった

ところですが、先生のお話で札幌大谷大学ではインターンシップは 1 年生のときにと

いうお話がありましたが。 

平 岡： 前任校での話しですが、北海道武蔵女子短期大学の経済学科は 2 年ですから、1 年

生と 2 年生の間の春休みに行きました。 

会場Ｃ： 1 年生と 2 年生のときの意識はもちろん違うと思いますが、どういうところで違う

のでしょうか。 
平 岡： 結局、短大の場合は春休みしか行けません。4 月に入学して、9 月に就職ガイダン

スを始めるわけです。2 年生のゴールデンウイーク頃からまた就職活動ですから、行

くとすれば春休みしかありません。ですから短大の場合、1 年生の 9 月から事実上、1

月までの間にどれだけ事前指導ができるかどうかだと思います。 

ところが、4 年生大学になると、3 年生の夏というのが大体基本です。そこの組み

立てをどうするか。一般の大学は外付けで単位をつけたり、キャリア支援で行ったり、

就職支援、いわゆる一般的には卒業単位に入れないわけです。そうしますと、大きな

大学ではまず全員行けません。それから、抽選となります。そして、その後、3 年生

の前期に始めて、マッチングをさせてどこかに行くわけです。事前指導が何回できま

すか。 

例えば 2 年生から 1 年間かけて事前指導をして、3 年生で行かせて、3 年の後期に

事後指導をして、組み立てて、4 年目の就職活動に行くと。これができている大学は

全体的な意見交換
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ありません。そして、内定を取った後にインターシップに行かせているところもあり

ません。 

銀行、ホテル、航空会社、旅行業でもいいのですが、内定後にもう一度、インター

ンシップをやる。内定した企業では意味がありません。異業種でやることに意義があ

ります。特にホテル業の意味は、ホスピタリティとかマナーとか、お詳しいとは思い

ますが、そちらのブラッシュアップ型のインターンシップ、人材基盤育成型と言って

もいいと思うのですけれども、そちらのインターンシップがあってもいいと思います。 

会場Ｃ： 事前指導・事後指導にも興味がありましたが、本学は 3 年生に入ってからインター

ンシップの事前指導を毎週 1 回やりますので、企業からのアンケートとしてはしっか

り教育されていたみたいになっていたのですけれども、終わってみると、学生の面か

らすると「終わった～」という感じで、すぐ忘れてしまうのです。何のためにインタ

ーンシップへ行ったのかという感じです。事後指導とは、具体的にはどのようなもの

でしょうか。 

平 岡： 社会学部は、まだ 1 年生しかいませんから、3 年生の後期までは時間があります。

今、考えていることは、インターンシップへ行って、自分に何が足りないか。能力偏

重というのもあまりよくないのですけれども､「何々力」というのがよくありますが、

どういう力が足りないのかを認識することにすごく意味があります。それから、企業

研究を具体的に、今後就職活動をしていくときにどういうものを最初、インターンシ

ップ先の企業はガイダンスします。資本金がいくらで、どういう事業をやって。そう

いうところから、今度自分が就職活動するときに、どういう指標で企業を分析すれば

よいのかというヒントは必ずあると思います。 

ホームページを見たり会社説明会というのはあまり当てにならないと思っています。

良いことしか言わないからです。自分なりの視点でどのように企業分析をするかとい

うのは、実際に職場に行ったときに感じる部分があると思います。特にホテル業を選

んだのは何かというと、バックヤードは表面的な部分と全然違うわけです。簡単に言

うと、汚れたバックヤードがいっぱいあるわけです。だから、分からない部分という

のはいっぱいあります。 

それから今、ハード投資にお金かけていませんから、汚れや破損がなかなか修理さ

れていない。こういうのは、そういう視点で見ないと分かりません。やはりハードに

一定の投資をしていないと、いくらソフトのサービスレベルが高くても、そこで評価

が下がってしまう、これが一番大きな問題です。 

会場Ｃ： お話のなかでは、時々金融業界のお話も出てきますが、金融業でもインターンシッ

プのご経験があるのですか。 

平 岡： インターンシップはほとんどの業種で経験があります。 

会場Ｃ： 私は、インターンシップへ行く時期というのは、就職活動を考えると 2 年生でもい

いと思うのです。 

平 岡： それぞれの大学の考え方ではないですか。私どもは、1 年生はボランティアがあっ

て、2 年生はフィールドワーク、3 年生はインターンシップと言われて、社会体験学

習型のカリキュラムを組んでいますから、3 年生で行かせるというのは私の考え方で

す。2 年生で行っても結構だと思います。それは、その大学のカリキュラム体系の中
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にどう位置づけているかです。 

会場Ｃ： ありがとうございました。 

小 林： その他、平岡先生の発表について、ご質問のある方はいますか。 

会場Ｄ： 札幌大学で英語を教えております。二つほど質問があります。 

ホテル業界に絞った形でいいのですけれども、インターンシップに行く事前研修・

事後研修の中で、語学だとか広い意味で言葉使いなんかも入るのかもしれませんが、

外国語などの研修も多少視野に入るのかどうか。 

それから、先生がホテル業界やその他で見ておられて、私どもも社会で役立つ英語

を教えなければいけないと常に考えているのですけれども、実際の現場で英語を使っ

ていたとか、あるいは他の語学でこういうことをしてほしいみたいな話とか、関連し

たことでお気づきになったことがあれば教えてください。 

平 岡： 先生には期待外れかと思いますけれども、ほとんどの企業で、英語は期待していな

いと思います。まず日本語です。これはもう圧倒的です。例えば、グランドスタッフ

の会社がありますが、前提要件にしていません。英検であろうが TOEIC であろうが、

「望ましい」で止まっています。それよりも、国内線の路線を利用するほうがはるか

に多いですから。もし、インターンシップで英語という話しをするのであれば、例え

ば海外インターンシップなり、あるいは受けてくれるか分かりませんが、ほとんど外

国人しか泊まらないホテルであれば別ですが、札幌市内のホテルでどのぐらいの外国

人が泊まっているかを考えたときに、例えば 5 日～7 日間の職場体験の場面で私が見

た限りでは皆無です。それであれば、英語の授業の中にビジネス英語というのか分か

りませんが、実用英語的な授業を入れて、それを実際に活用する場だよ、という指導

に持っていかないと、事前指導で何回やったから、「では行きますよ」というレベル

の問題ではないと思います。それであれば、徹底的に日本語を教育するほうが、はる

かに有用な能力、スキルだと思います。 

小 林： 今の話題は、次の町田先生のお話にもかかわってくるかと思いますが、話題がいろ

いろと重なってまいりますので、また話が戻ってくるかと思います。 

次に、町田先生の発表に対してご質問はありませんか。 

会場Ｄ： 町田先生のご発表の後半になると思いますが、大学生に調査をされたところで、基

本的に大学生のほうが高かったというのが、驚いたというか、意外な感じを受けて興

味を持ちました。そこで確認ですが、聞き方です。学生が「こういうこともできなけ

ればだめだよな」という視点で答えたのか、あるいは「本当に自分はこんなにできる」

と思って答えたのか。質問のしかたも含めて教えていただければと思います。 

町 田： 具体的な質問のしかたは、このような文面にしております。すなわち、「以下、社

会人として仕事をしていくうえで必要と思われるコミュニケーション能力やスキルを

43 項目挙げています。」このあとになりますが、「あなた自身がどの程度できている

かを、『よくできている』から『ほとんどできていない』の 5 段階でお答えください」

となっています。ということで、私自身は、できているかというところで「現状はど

うですか」という聞き方のつもりで行いました。先生がおっしゃったように、「これ

ぐらいはできていなくてはいけないな」という解釈をした学生さんが、もしかしたら

いたかもしれません。 
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会場Ｄ： 例えば国立・私立、あるいは文系・理系といろんなバックグラウンドの捉え方があ

ると思うのですけれども、どういう学生さんに質問したのかを、差し障りのない範囲

で教えてください。 

町 田： 公立大学が 1 校、私立大学が 3 校です。それから、今回の分析で入っているのは、

札幌市内が 2 校です。それから、札幌市以外の道内大学が 2 校。文系・理系は、生徒

数にするとちょうど半々です。 

小 林： 町田先生のお話に関連したご質問をお願いします。 

会場Ｅ： 町田先生のお話は分かりやすくて、非常に興味を持って聞いておりました。企業と

学生の間で、自分は分かっていると思っているものが企業は分かっていないとか、企

業は学生がこんなこと分かっていないのだろうなと思うことが、学生のほうは自信を

持って分かっている、という差がありました。先生のほうでは企業に「こういうこと

で学生のほうのギャップがある」、学生には「企業は、あなたが思っているほどそう

は解釈していない」というフィードバックをして、さらに学校の中で生かしていると

いうことはやられているのですか。 

町 田： 大学生の調査は、今もまだ調査用紙を配って回収している状況です。ですから、全

体的な集計が終わりましたら、比較も含めた形でまとめたいと思っております。 

会場Ｅ： 是非、そうしてください。先生がこれだけの研究をされ、それを生かしてあげれば、

社会に出たときに役立つと思うのです。 

小 林： 町田さんのお話と非常に関連していると思うのです。仕事の中に E-mail が登場し

て、例えば外国のどなたかと手紙のやり取りをするのと、E-mail でやりとりするので

は文体が違う、ということを論文かなにかで書かれたのを読んだ覚えがあります。私

たちも、どこかの大学へ留学しようと、向こうのお偉い先生に手紙を書く。手紙の場

合には書き方があって、「Dear Professor」から始まって、かなり緊張しながら書き

ます。ところが、メールの場合はあまり気にならずに、書けるわけです。ということ

は、コミュニケーション手段が今日、非常に一般化してくるでしょ？ そうすると、

今の若い人はそういう新しいコミュニケーション手段に慣れているわけです。メール

のやり取りは日常的で、話も携帯でもっと気楽にやっている。そうすると、コミュニ

ケーション能力というときに、若い人にとってのコミュニケーションは、日常的に自

分が経験しているコミュニケーションで、そういう気楽なコミュニケーションという

のはすごくあるのではないでしょうか。それに対して、就職試験の面接で、会社の人

に対して何か話さなければいけない。そういうときのコミュニケーションとギャップ

があると思うのです。しかし、自分のコミュニケーション能力というものを判断して

いるときには、日ごろのコミュニケーション、気楽なコミュニケーションが頭にある

のではないかという気が致しますがどうでしょうか。 

会場Ｄ： メールの文体は、メールが出始めたころからいろいろ研究してきました。 

written speech、すなわち話ではなくて書き言葉、文字ではあるけれども話し言葉

に極めて近いという特徴があるとずっと言われています。 

それから、メールといっても、仕事場と普段の友人の間、あるいは気楽な場という

のは、かなり差があります。実は共同研究で、架空のお客さんにホテルが出したメー

ルを分析して、お客さんに出すときのメール、仕事場で書くメールは、お客さんにし
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ろ、取引先にしろ、それはきちんとしたものができなければだめではないかと。 

日本と韓国を比べた場合に、韓国は特に英語を使うハードルが低いです。日本人は

まだ、英語というと構えてしまう。逆に韓国の人は、非常にカジュアルな文体で書く

のもあるけれども、それがホテルのサービスとしてはいかがなものかということも一

方では考えております。ですから、「Dear Mr.誰々」と。それも本当はサーネームだ

けで本当は言わなければいけないとか、そういうことを含めて話の締め方、話の展開、

きちんと情報に答えているかというビジネス英語は、メールであってもそれなりの形

式をきちんと踏まえたものを教えなければいけないと感じております。 

今度は町田先生の研究に近くなると思いますが、もう一つの問題は、コミュニケー

ションといって、そこでまさにイメージしていることです。学生同士のコミュニケー

ション、僕の印象ですけれども、話が面白くて、受けがよくて、よく笑いを取れるよ

うな人間はコミュニケーション能力があるとか、そんな価値観も学生の間ではあるよ

うな気もするので、その辺は小林先生が言われるような部分は出ているのかもしれま

せん。 

小 林： 町田先生、今のことに関連したことはありませんか。 

町 田： 「日常的な受けのいいのがコミュニケーション能力」ということについては、その

とおりではないかと思います。 

今の大学生の回答を見ていて共通に感じたのは、自分は相手の考えていることを常

に考えて、それを読み取ることができているという意識は、小林先生がおっしゃった

ように、普段から接しているから言葉がなくても分かっているのを、自分はその心が

できているからほかの知らない人とでもできるという能力として自分の中に身に着け

ていると転換しているところはあるのではないかと今回の回答から少し感じておりま

す。 

小 林： 言葉に出していないことを読み取る能力とか察する能力は、つまり日本文化です。

察しと思いやり。それは本来、年数とともに身に着くものではないでしょうか。若い

学生がそういう能力を持っていると自分で思い込んでいるのと企業が期待するのと、

それは当然違うという気がします。企業も、入社 3 年以内の若い人にそれを期待でき

るのか、という気もしなくはないです。やはり、30、40 歳を過ぎてから、そういうも

のが経験とともに身に着くのではないかと思います。 

町 田： 企業の回答の中には、そのことをご指摘頂いているものがありました。企業に入っ

てからさまざまなトレーニングもするし経験も積む。そのことによってコミュニケー

ション能力はだんだんと向上していくもので、初年度ではこの程度できていればいい

と思っているし、もっと経年的な変化を調べないと、本当の意味で企業におけるコミ

ュニケーション能力の評価はできないというご指摘を頂いたのと、今まさにおっしゃ

っていることは重なると思います。 

小 林： では加藤さんの報告について、ご意見やご質問を出して頂けませんか。 

会場Ｆ： 加藤さんは最初に「北海道に誕生した社会的企業家を調査分析」とお書きになって

います。整理をされた後の発表でしたので、具体的イメージやこの内容を知っていれ

ばいいのですけれども、私自身知らないので、今回の内閣府の地域社会創造事業によ

って北海道に誕生した社会的企業家は、具体的にどういうものであったのか。これは
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全国でやっていますので、その中に北海道的な傾向で、例えば分野による傾向がある

のではないかと想像しています。そういった分野の北海道の特徴というのが、後で出

てくる農業六次産業化起業家に結びつけているのだと思いますけれども、そのあたり

の関連を聞きたいと思います。 

もう一つ、最後の締めのところでも言われましたが、社会的企業家の起き上がる力、

特に北海道はそれ以外の新産業においても起き上がる力は弱いと言われています。で

すから、企業家を育てるのは、起こそうとする側だけではなくて、地域社会における

基盤や環境といいますか、環境要件の中にこういった分析の中から出てくるのではな

いかと思って期待していました。その中では、そういう環境がそろっていないのであ

れば、先ほど言われたような PR、広報が大事ですけれども、現状の北海道で育てる

環境としての北海道をどう見るかというところをお聞かせください。 

加 藤： 最初の北海道の特徴に関してですが、去年の時点で誕生した 142 名のうちの 123 人

が、HIT が採択し創出した企業家で、あとの残りがグラウンドワーク西神楽とふるさと

回帰支援センター北海道とグリーンライフさっぽろが創出した企業家です。 
その事業体の性格と創出される企業家が色濃く関係しておりまして、北海道の 3 事業

体を除くほかの企業、9 事業体は本州の事業体になります。都市には都市の課題解決を

活動内容とする支援 NPO があって、そうした活動団体がサポート可能な企業家が創出

されていて、農村地域であれば、農村地域の課題解決を活動内容とする支援 NPO が、

そうした課題解決をめざす企業家を創出させています。各事業体が事業報告書を内閣府

に出しておりますので、どういった傾向の NPO が、どのような社会的企業家を選出し

たかが分かるようになっています。北海道の場合は、HIT がコンペを実施した地域の課

題に対して、持続可能な状態で創出できるかというところを注目して、「育てうる企業

家はこの人だ」というように選んでいます。そして、全国規模で活動してきたふるさと

回帰支援センターとグランドワーク三島は、北海道地区の支援組織として、それぞれ北

海道ふるさと回帰支援センターとグリーンライフさっぽろ、グラウンドワーク西神楽が

事業を担い、今後も自分たちが選んだ人間を育成していくということを考えて、コンペ

を実施しています。 
例えばイギリスでは、国が財政的に手当てをしたうえで社会的企業も創出されている

ので、その後のことはあまり心配ないというか、それが仕組みとして成り立っているわ

けです。韓国の場合もそうです。韓国は、国の政策で社会的企業を創出した後は、自治

体もそういう取り組みをしなければならないと言って、国と自治体間に法的な一体性を

備え、市場ができなければこの人たちは持続不可能になるので、市場を成立させる施策

に繋げています。こうした政策研究が国レベルで続けられているのです。 
しかし、日本は定義自体が確立されておらず、国の育成法もなく、自治体は各自治体

でばらばらにやっています。そうして創出された人たちの持続可能性は、実は極めて低

いということが明らかになって、彼らの一番近場にいる NPO が、「この人たちを何とか

持続させたい」という熱意のようなもので、いろいろな事業を持ってきたり、コンソー

シアムを組んだりと、知恵を出し、持続可能にしようと努力しています。 

この努力の状況は、全国的に共通しております。社会的企業は社会課題に直面してそ

こで起業するので、北海道の地方であれば、農村地域の過疎化が課題となり、その課題
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解決を図る社会的企業が生まれているという傾向が、ほとんどの地域で見られます。た

だ、グローバルに見たときには、フランスの農村地域の過疎地の社会課題や、韓国の山

奥の限界集落に近いところで起きているような社会課題と、北海道で起きている農村地

域の社会課題は、それぞれ別々に生まれているのですが、構造的にはかなり近寄った状

況が見られます。 

小 林： 今お話になったところは非常に大事な論点かと思いますが、社会的企業と言うから

には、事業の内容は極めてソーシャルではあるけれども、事業には変わりないわけで

す。そうすると当然、事業を行っていくだけの先ほどのイギリスの例では、ファンド

があって、それに基づいてやっていくということでした。それから、事業であるから

には経営的な知識や能力が必要です。そういったことがそろっていて初めて何がしか

できるはずですが、それが用意されていないところが日本における一番の問題点だと

言われたと思います。ですから、理念先行ということですが。こういうものが必要で、

そうでなければいけない。つまり一時期、急激にそういう話が出てきたということで

すか。 

加 藤： 状況は、小林先生が言われたとおりです。この内閣府事業は国指導で出てきています。

「新しい公共」という主題が鳩山政権のときに打ち出されて、「新しい公共」円卓会議

が作られ、そこでの議論に社会的企業の概念が提起されました。イギリスの CIC 法と

いう法律があるのですけれども、その日本版を日本も備える必要があるという議論が出

され、その育成をしましょうという施策が提案されました。でも、政策の設計がされて

いないので、ジャンルでいうと社会政策の一環としての緊急雇用対策で事業化されただ

けなのです。 
一方、NPO などの市民セクター側は、国の問題意識より先行していて、グラウンド

ワークはかなり前からイギリスで勉強していて、グラウンドワーク三島を中心に全国展

開してきています。そういうところでは概念などもかなり確立していて、それなりのメ

ソッドやそれを学ぶシステムを備えています。このように民間レベルには、社会的企業

を志向する動きはあって、それぞれが未完のままそれぞれで頑張って今に至っていると

いう状況にあるようです。社会的企業の本質は、思想的には「社会的経済」の実現です。

そのアクターの一つが社会的企業家であり、アクターが社会的な活動をするためのフィ

ールドが必要で、国や自治体は、そのフィールドをまだ準備していないということだと

思います。 
小 林： ありがとうございました。 

では、平岡さんにお聞きします。企業ではインターンシップを喜んでいるのですか。

つまり、多少迷惑だけどこれも企業の社会的貢献の一つである、といって受けている

ところがあるのかもしれない。バブルの頃、人手不足だったときは、インターンシッ

プを受け入れていい人材を先に採用しようということはすごくあったと思います。し

かし、今はどうでしょうか。 

平 岡： 北海道は後者のほうが多いと思います。ボランティアでやるのが、メインだと思い

ます。やはり本社企業が少ないためで、人材開発・人材教育のレベルという点では、

地元企業と東京本社企業の差はかなりあると思います。 

特に支店でインターンシップを受けてもらうのはなかなか大変です。一部上場企業
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でも 10 人以下の支店はけっこうありますので、そこに 5 日間なり人を付けて行うと

いうことになりますので、一番断られる理由でも人が割けないということです。 

最初からやる気がなければ、断る理由は何ぼでもあります。それから、「個人情報

保護の問題があります」とか。心底から受けてあげますよという企業と、紹介があっ

たし、義理でやりましょうかという企業と、あとはできない理由を述べ立てて断る企

業と、大きく分けて三つです。 

今回は文科省に 45 社、全員保証しますので届けたのですけれども、80 社ぐらい回

って 45 社ぐらい出しました。5 割の確率はあったと思うのですけれども、なかなかし

んどい話です。 

やり続けてくれる企業と、支店長が代われば止めるというところもあるし、これは

いろいろです。ご存じのように、小林先生が武蔵女子短大を辞められてから、インタ

ーンシップの企業がかなり変わっています。それに大学の教員側が手をかけないので

す。自分たちで開拓できずにただ協議会に丸投げする。教育者でない人間がインター

ンシップをやることになりますと、これはあくまでも教育の一環だという考えになっ

たときに、「私はほとんど大学へ出なかったけれども、こういうふうに企業をやりま

した」「授業よりアルバイトばかりやっていましたが、これが社会体験でよかった」

と、学生が大学をなめてくるのです。ここが一番困ります。大学の中でどれだけ内部

化をして手間ひまかけるか。 

これからのインターンシップは、北海道の大学でも間違いなく差が出てきます。今

は、どこも「入れています」と。では、どういうインターンシップをして、どういう

事前指導をして、どれだけの学生を出して、どういうふうにやるかということで、こ

れからは淘汰の時代で面白くなってきます。企業も「あそこの大学の学生はきちっと

している」と。コートを着たまま立っているとか、ポケットに手を入れて札幌の証券

取引市場の見学に行ったとか、そんなのが出てくるわけです。どれだけ大学が企業と

連携し、大学がどれだけ手をかけてやるかという差がこれからは出てきます。 

小 林： 企業の方で「自分の学生時代は遊んでばかりいた」というようなことを自慢げに言

われるというケースがよくありますが、大学の教師自身が「自分の学生時代は遊んで

ばかりいた」と授業の中でうれしそうな顔して言っている人がけっこういるわけです。

何故、教師になんかになったのか。と言いたいのだけれども、そういうのがかなりあ

りますでしょう。日本の大学をめぐるその種の雰囲気はいまだに残っています。だか

ら、インターンシップに行っても同じことだろうと思うのです。その辺から抜本的に

変えないと。大学へ入るのはけっこう難しい試験あって、入ったら「存分に遊べると

ころ」なんてことを新聞にも書いてある。それでは困るわけです。 

時間もなくなってきましたが、是非、という方がおりましたらお話しください。 

草 苅： インターンシップの報告から始まり、コミュニケーション能力、そして加藤さんの

報告では、社会のいろいろな隙間を最終的には NPO のようなものが埋めるという図

式があるのではないか、と最後のところでおっしゃいました。つまり、これからのい

ろいろなビジネスがある中の隙間を埋めていくのは、もしかすると NPO ではないか

と。それは、コミュニケーション能力の応用力の極めて高い部分ではないかと考えら

れます。 
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例えばイギリスの昔の教育で職業訓練が先に来たという経過があるわけです。その

意味では、先ほどの町田先生のお話も、世代間のコミュニケーションみたいな、いわ

ゆるフラットなコミュニケーションはいつでもやっているのだけれども上司だとか年

上の人とか、あるいは年下の人の縦のコミュニケーション、こういったものは職業訓

練などの中で飛び込んでいったときに、究極に到達できるようなものではないのか。

職業訓練みたいなもののときに、インターンシップなら本当にちょっとの時間で終わ

るのかもしれませんけれども。例えば「銀の匙」という漫画が流行っていますが、農

業高校でいろんなコミュニケーションをやっていくときに、ものすごくいろんな人と

会う。あのようなコミュニケーションスキルをアップさせるのではないか、と漫画を

見て思いました。 

小 林： 今の話について、加藤さんから何かございますか。 

加 藤： 具体的に共通する目標があれば、世代間の隔たりは超えられます。地域で共通の夢み

たいなものを語っているところに年代のギャップはあまり感じないという経験はあり

ます。中山間地域で何かやっているところでは、受け継いでもらいたい人と受け継ぎた

い人がうまく出会ったりすると、そこでいい形で実現できたりということはありますの

で、草苅さんのおっしゃるニュアンスは、私も同様な感触を感じます。 
NPO が隙間を埋めるかどうかですが､すべてを埋めるのは難しいと思います。ただ、

既存の仕組みの中で手の届かない部分について、自発的にやろうとする主体が必要で、

それが NPO の形を執って出てきているということは言えると思います。 
小 林： フロアの皆さんからのお話を伺いたいのですけれども、時間も過ぎていますので本

日の発表会はここまでにしたいと思います。遅くまで熱心にご参加して頂きましてど

うもありがとうございました。 

 

５．閉 会 

 

草 苅： どうもありがとうございました。これで、第 8 回助成研究発表会は終わらせて頂き

ます。先生方にもう一度拍手でお礼を申し上げたいと思います。どうもお疲れさまで

ございました。 

これを機会にいろいろな面で交流ができればと思います。何かございましたら、私

どもの事務局のほうにご連絡いただければおつなぎいたしますし、先生がたからも、

何かございましたらお願いしたいと思います。 

それでは、これで終わりといたします。ありがとうございました。 
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「インターンシップ活用と人材育成の評価システム構築に関する基礎的研究」 

 

〔平成22年度助成〕 

*札幌大谷大学社会学部   教 授  平岡 祥孝 

札幌大谷大学社会学部   教 授  森  雅人 

札幌大谷大学社会学部 非常勤講師  千葉 昭正 

注）*共同研究の発表者 

 

本報告の目的は、インターンシップ事業を積極的に受け入れている札幌市内のシティーホテル

の従業員に対するアンケート調査結果を分析して、ホテル業界が求めている人材と大学等の高等

教育機関が展開しているキャリア教育と有意義なマッチング推進のための提案を行うことであ

る。 

近年、インターンシップを単位認定科目としている大学は増加している。文部科学省高等教育

局専門教育課『インターンシップの導入と運用のための手引き～インタンシップ・レファレンス』

(2009 年）によれば、平成 19 年度の実施状況は、大学 504 校（67.7%）、短期大学 170 校(43.6

%）、高等専門学校 61 校（100%）であった。高等教育の潮流として、「学生の資質能力に対す

る社会からの要請、学生の多様化に伴う卒業後の職業生活等への移行支援の必要性等を踏まえ、

大学は、障害を通じた持続的な就業力育成を目指し、教育課程の内外を通じて社会的・職業的自

立に向けた指導に取り組むこと、また、そのための体制を整えることが必要である」（中央教育

審議会『学士課程の構築に向けて』（答申）2008 年 12 月）、という方向性が明確になってきて

いる。 

しかるに、インターンシップにも様々な形態があり、各々のインターンシップにおける人材育

成とその評価方法は、いまだ試行錯誤の段階であると言えよう。今後さらにインターンシップ教

育を充実させ就業力の向上につなげていくためには、インターンシップ事業の分析を通して、イ

ンターンシップ教育の改善点を解明していくことが必要である。 

以上のような問題意識を踏まえて、本報告では「職業意識醸成型」インターンシップ事業を積

極的に受け入れている札幌市内のシティーホテルを対象とした従業員アンケート調査結果の分

析に基づき、インターンシップの現状と課題を明らかする。そして新たな人材育成の評価方法開

発のための手がかりを得たい。 

調査対象ホテルは札幌市中央区に位置する 112 のホテルについて無作為抽出を行って、アンケ

ート調査を依頼した。回答を得たホテルは 9 ホテルであり、回答総数 105 票（有効回答数 102

票）であった。当該アンケート調査に基づいて、次の 3 点を中心に分析を行った。① インター

ンシップの必要性については 5 段階評価による回答を求めた。② インターンシップに関する変

数間の比較を行った。属性に関する項目と「個人の能力」（10 変数）、「社会関係の維持」（3

変数）、「企業に対する貢献」（6 変数）をクロス集計し、その関連性をカイ２乗検定によって

検定を行った。③ インターンシップ事業の改善点を単相関係数と平均値を用いて分析した。 

 結論としては、業務適性に関する判断材料の一環として位置づけるか、あるいは広義の教育の

一環として位置づけるかとの視点から、受け入れ側のホテル業界と送り出す側の大学との間には、

インターンシップに関して認識の違いが認められた。この点を十分に意識した指導計画や研修プ

ログラムを作成することが重要である。 
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1 3 3
4 10 7
11 14 4
15 33 19
34 50 16
51 69 19
70 81 12
82 97 16
98 105 6

105 102

3

24 68 8 2 0 102 4.1 

5 19 5 0 0 29 4.0 
19 49 3 2 0 73 4.2 

20 6 10 0 0 0 16 4.4 
30 9 27 3 0 0 39 4.2 

40 9 24 5 2 0 40 4.0 
50 0 7 0 0 0 7 4.0 

13 31 5 1 0 50 4.1 
11 37 3 1 0 52 4.1 

4
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「北海道の企業が採用時に重視するコミュニケーション能力に関する実証的研究」 

 

〔平成23年度助成〕 

*札幌市立大学デザイン学部 准教授  町田佳世子 
 

コミュニケーションは日常生活だけでなく、仕事を遂行していく上でも不可欠の営みである。

そのため産業界においてもコミュニケーション能力の重要性が強く認識され、採用時に最も重視

する能力の１つとする企業も多い。それにもかかわらず、採用の際に企業の期待にかなうコミュ

ニケーション能力を備えている若者たちは多くはなく、企業側は彼らのコミュニケーション能力

に不足感を持っていることが報告されている。さらに企業側の不足感に対し、若者たちは自らの

コミュニケーション能力が不足しているとはさほど感じていないことも報告されている。 

採用する側と採用される側でこのような認識の乖離があるのはなぜだろうか。原因の１つとし

て、企業が求めるコミュニケーション能力と大学生が考えるコミュニケーション能力の内容と程

度に違いがあり、一方が求めている能力に他方が気づいていないのではないかと考えた。そこで

コミュニケーション能力の具体的な内容を示して、それぞれの意識を比較することが必要である

と考えた。本研究では、コミュニケーション能力を 43 の能力要素に分解し、個々の能力要素に

ついて、まず企業を対象に、採用時に重視する度合いと採用後の若手社員がどの程度できている

かの評価を調査した。その結果、最も重視されていたのは積極的で明るい態度と、挨拶をし、お

礼を言うという最も基本的なコミュニケーション要素であることがわかった。一方、大学教育で

重視されているプレゼンテーション力は、企業が採用時に重視する項目としては最下位であった。

また 43 項目のコミュニケーション能力要素すべてにおいて、企業が期待するレベルと若手社員

の能力の間には有意な差があり、企業の期待を満足していないという結果が得られた。 

次に大学生の意識と実態を把握するため、就労期を迎えた北海道の大学生を対象としてコミュ

ニケーション能力の意識調査を行い、その結果と企業の意識との比較を行った。大学生が仕事を

していく上で必要なコミュニケーション能力、いいかえれば社会人としてのコミュニケーション

能力の重要性をどう認識し、それに対して自分自身のコミュニケーション能力をどう評価してい

るかを 43 項目の能力要素について聞いた。大学生は、企業が採用時に重視している以上に、仕

事をしていく上でのコミュニケーション能力の重要性を認識していた。自らのコミュニケーショ

ン能力の評価については、共感的で相手に合わせた関わり方ができると感じている一方で、知ら

ない相手と関わったり自らの考え・気持ちを表出するなど、いわばコミュニケーションにおいて

能動的な役割を果たすことに苦手意識を持っていることがわかった。しかし企業の評価と比べる

と、大学生の自己評価はどの側面においても有意に高く、彼らが実際の能力を適切に把握してい

ないことが示された。これらの結果から、コミュニケーション能力の不足感について企業と学生

で認識が異なる要因は、コミュニケーション能力の重要性の不一致ではなく、実際に企業や社会

が求めるレベルがわからず、自身の能力評価を適切に行えないからではないかと考えた。 
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「北海道における農業六次産業化起業家育成事業」 

～アントレプレナーたちの実践事例研究～ 

 

〔平成23年度助成〕 

*北海道大学国際広報メディア観光学院 博士課程  加藤 知愛 

北海道大学観光学高等研究センター 学術研究員  石川満寿夫 

注）*共同研究の発表者 

 

本研究は、22 年～23 年度社会的企業家の育成を企図して実施された内閣府地域社会雇用創造

事業によって、北海道に誕生した社会的企業家を調査分析し、本事業の北海道における社会課題

解決への妥当性と課題を探り、社会的企業による雇用創造に必要とされる政策と施策に関する設

計モデルを提示することを目的とする。 

用いた研究方法は以下のとおりである。第 1 に、社会的企業家の概念の整理を行った上で、北

海道における社会的企業存立の根源を探った。第 2 に、北海道の最近の人口動態と農村地域現状

を把握し、地域社会に雇用を創造する上で発生する社会課題を集約した。第 3 に、内閣府地域社

会雇用創造事業によって北海道に誕生した社会的企業家と彼らを包括する事業支援 NPO への

ヒアリング調査の結果から、その全体像を示し、上記社会課題との対照を行った。第 4 に、企業

家を支援する NPO の支援内容の調査（文献及びヒアリング）を実施し、支援事業の意義と課題

を分析した。以上の分析結果を総合し、今後、農村地域で地域社会雇用創造を継続し、社会化さ

せていくための政策・施策化の設計モデルを提示した。 

北海道の農村地域において、雇用創造を期す政策立案と政策の執行は、急務の課題である。各

自治体は、地域の潜在性を分析した上で、必要とする国や・道府県の政策や助成事業の支援を受

け、不足部分は独自に施策を立てて補完しなければならない。 

本内閣府事業の完了後も、更なる革新的な事業の創造を促す国の補助事業や、自治体による「新

しい公共」の担い手を発掘する公的政策の実施により、萌芽した社会的企業家による地域社会の

雇用創造が補強され、広範化、重層化されることが望まれる。以上のような課題にとりくむ北海

道の農村地域の自治体や NPO が、社会的企業家創出を地域社会と雇用創造を同時に実現する有

効な方法論と捉えた際に参考となるような、社会的企業家の創出と支援に関わる実践事例と、現

在の課題を乗り越えるために必要な政策と施策について提示したことが本研究の成果である。 
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【発表会当日資料】
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農村地域で地域社会雇 創造を継続し、社会化させていくための政策・施策化モデル

求められる機能は？

社会的企業家の事業採算性確保のバックアップ 

地域コミュニティ形成サポート

課題解決にむけた協働システム形成の「場」機能

社会的企業の意義の広報機能

国・道府県の補助・委託事業地域から発意されるアイディア
市町村独 の事業等の要素を、

組み合わせて実現させる政策形成 と組織 

都市部

農村地域

社会的企業のマーケット形成を触発し、
地域社会雇 創造図る 治体

既存の労働形態や社会構造のオールタナティブな社会の実現をめざす
社会的企業家の出現

NPO

多様な属性の主体の参画

産業創造の可能性

都市部と農村地域を結ぶプロジェクトの企画

新しい市場形成

農業６次産業

 学
community business:CB

social enterprise

事業型NPO

social business:SB

   、が化織組の動活済経るけおに） 権公（ 部的公と）業企私（ 部的私「
  間 活の 然過程を攪乱する時、それに対抗できる経済主体は何か。

  活過程と経済過程の 重の過程を き、
   の 間の活動として両者を統合できるのは、
  活の本拠をともにする者が協 して、新たに形成する経済主体である。

 そのような協 関係の共同性は、 活の本拠を前提にする以上、
         「地域」以外にありえない。
 私企業や公権 の浸 に対抗する を結集できるのは、
           活の本拠をおく地域住 の共同体だけである。

              （中村尚司1993『地域  の経済学』）」
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ＮＰＯ

農村地域社会の雇 創造政策形成スキーム

産業分野   次産業と観光業（ツーリズム）がクロスする分野・農村の六次産業

         次産業と創造産業、 規模エネルギー産業との融合分野

推進主体

農業分野のＣＳＲ的企業
  農業関連ＮＰＯ

  社会的企業及び企業家

及び起業家

 

 地域のアイデンティティを す理念提 

  産業創造の施策設計

  産業創造が可能となる制度整備

  社会資本整備・ 材育成

   間企業、ＮＰＯ、研究機関との

            協働システムの整備

地域社会に新産業創造を促す

     援事業の指針の提 

新産業創造に有効な 援事業の

    設計と執 

ＮＰＯ

住 

国

social enterprise/social entrepreneur

 治体

企業

地域づくりと協調する事業計画

望ましい参 形態

農村の伝統的営農

農地保全システム

に基づいて参 

  既存産業（建設業など）企業
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Create many social innovator in Hokkaido. 

Thank you.
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